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　District reapportionment was carried out for the House of Councilors election 
in 2016, and the electoral system has undergone a major change. In recent 
years, discussions about vote disparity and electoral system reform have been 
thriving. There have been trials about vote value disparity and a large number 
of unconstitutional rulings by the courts. In addition, there has been much 
discussion about how to reduce the number of House of Councilors members 
and how the reductions will effect prefectural representatives.
　While looking back on the initial circumstances when the House of Councilors 
was established, the purpose of this article is to examine the special 
characteristics of the House of Councilors and the election system, and to 











































































































































































































































選挙年 定数 選挙年 定数
1946 468 1947 250
1947 466 1970 252
1954 467 2001 247
1967 486 2004 242
1970 491 　 　
1976 511
1986 512
1993 511
1996 500
2000 480
2014 475
　出典：衆議院ホームページから筆者作成
　表を見ればわかるように，近年の定数是正は頻繁に行われていることが分かる。こ
れは，衆議院・参議院ともに選挙が行われるたびに「定数不均衡」の裁判（いわゆる
「一票の格差」）が行われ，地方裁判所や高等裁判所レベルでは，「違憲・無効判決」
が下されることも多くなってきており，最高裁判所も「違憲状態」判決を出して，国
会がその是正に取り組むよう「警告」している状態である17。そのため頻繁に定数是
正が行われているということができる。しかしながら，その是正はあくまで「応急処
置」的なものであり，「弥縫策」と批判されても仕方ない状況にある。
　⑶　参議院議員定数不均衡の裁判の変遷
　参院選は1947年に第一回選挙が行われたが，都道府県単位の地方区の定数は1946年
当時の人口に基づき，各選挙区人口に比例する形で，２から８の偶数の定数が配分さ
れた18。当時の最大人口格差は2.62倍であったという19。
9　参議院の一票の格差の訴訟は，1962年７月１日に行われた参議院議員通常選挙が始
まりである。最高裁大法廷は，「選挙に関する事項の決定は原則として立法府である
国会の裁量的権限に委せているものと解せられる。…憲法14条，44条その他の条項に
おいても，議員定数を選挙区別の選挙人の人口数に比例して配分すべきことを積極的
に命じている規定は存在しない。」「選挙区の議員数について，選挙人の選挙権の享有
に極端な不平等を生じさせるような場合は格別，各選挙区に如何なる割合で議員数を
配分するかは，立法府である国会の権限に属する立法政策の問題であって，議員数の
配分が選挙人の人口に比例していないという一事だけで，憲法14条1項に反し無効で
あると断ずることはできない」としている（1964年2月5日大法廷判決）20。
　1977年７月10日の参議院選挙での最大格差は5.26対1であった。そしてこの選挙を
巡る1983年４月27日の最高裁判決では，「参議院議員の任期を６年としていわゆる半
数改選制を採用し，また，参議院については解散を認めないものとするなど憲法の定
める二院制の本旨にかんがみると，参議院地方選出議員については，選挙区割や議員
定数の配分をより長期にわたって固定し，国民の利害や意見を安定的に国会に反映さ
せる機能をそれに持たせることとすることも，立法政策として許容されると解される」
としている。ここでは参議院の特殊性（半数改選や解散がないことなど）に言及して
いる。その上で，「参議院地方選出議員の選挙について公職選挙法が採用した２人を
最小限として偶数の定数配分を基本とする前記のような選挙制度の仕組みに従い，そ
の全体の定数を増減しないまま本件参議院議員選挙当時の各選挙区の選挙人数又は人
口に比例した議員定数の再配分を試みたとしても，なおかなり大きな較差が残るとい
うのであって，選挙区間における議員１人当たりの選挙人数の較差の是正を図るにも
おのずから限度があることは明らかである。そして，他方，本件参議院議員定数配分
規定の下においては，前記のように，投票価値の平等の要求も，人口比例主義を基本
として選挙区割及び議員定数の配分を定めた選挙制度の場合と同一に論じ難いことを
考慮するときは，本件参議院議員選挙当時に選挙区間において議員一人当たりの選挙
人数に前記のような較差があり，あるいはいわゆる逆転現象が一部の選挙区において
みられたとしても，それだけではいまだ前記のような許容限度を超えて違憲の問題が
生ずる程度の著しい不平等状態が生じていたとするには足らないものというべきであ
る」と合憲の判決を下している21。
　1992年７月26日に行われた参議院選挙においては，最大格差6.59対１となり，1996
年９月11日の最高裁判決では，選挙当時の投票価値の不平等について「もはや到底看
することができないと認められる程度」に達していたとして違憲状態であると判断し
た。しかし，その到底看過できない程度から選挙までの間に相当期間が経過したもの
とは言えないとして合憲判決を下した（合理的期間論）。
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　これに関して，議員定数配分規定に関する憲法判断について，①違憲状態が生じて
いない「合憲」，②「違憲状態」及び③違憲状態が相当期間継続した「違憲」に区分
されている。ただし，③「違憲」の憲法判断はそのまま違憲判決となるものの，①「合
憲」判断と，②「違憲状態」の憲法判断は，ともに結果として合憲判決になる点に留
意する必要があるという22。
　その後，1995年７月23日執行の参議院選挙から2007年７月29日執行の参議院選挙ま
では裁判になっているものの，「合憲」判決が続いた。参議院の特殊性などから最大
格差は６倍程度とされていた。
　2010年７月11日執行の参院選と2013年７月21日執行の参院選では違憲状態判決が出
ている。2010年参院選の最高裁判決は，2012年10月17日に出された。そのなかで「よ
り適切な民意の反映が可能となるよう，単に一部の選挙区の定数を増減するにとどま
らず，都道府県を単位として各選挙区の定数を設定する現行の方式をしかるべき形で
改めるなど，現行の選挙制度の仕組み自体の見直しを内容とする立法的措置を講じ，
できるだけ速やかに違憲の問題が生ずる前記の不平等状態を解消する必要がある」と
し，都道府県単位の選挙区選挙についての抜本的改革を国会に求めている。そしてこ
の判決は，昭和58年判決の判断枠組みを変えたものであるという23。また，2013年参
院選の最高裁判決は，2014年11月26日出され，この判決は「衆参いずれの選挙におい
ても，選挙無効訴訟の処理の仕方に大きな相違が見受けられなくなりつつある」24と
し，衆院選における判断基準を参院選にも採用することとなった。
４．参議院の特殊性-二院制の意義-
　これまで見てきたように，参議院における一票の格差は衆議院ほど厳しく裁判で判
断されてきたわけではなかった。一票の格差について，衆議院はおおむね２倍，参議
院はおおむね５倍とされ，地域代表（＝都道府県の代表）の側面を考慮し，投票価値
の平等性を衆院ほどまで裁判所も求めてはこなかった25。
　参議院における地域代表や職域代表などといった考え方は，参議院という制度が形
成された戦後直後の帝国議会の議事録を見るとその経緯がわかる。やや長くなるが，
以下，当時の議事録を引用する。
　1946年12月４日の帝国議会貴族院本会議で大村内務大臣は「両院制度の採用の趣旨
に顧み，参議院議員の選出方法は衆議院議員とは異った方法を採り，両院の構成を出
来るだけ異質的なものたらしむべきである」と述べ，そのなかで職能代表制の採用の
可能性について言及している。しかしながら，ある一定の団体から推薦された候補者
から選挙する方法については日本国憲法の平等選挙の原則に適合するかに疑問の余地
がある。そこで，「全国選出議員は，全都道府県を通じ，全国を一単位として選挙さ
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れるのでありますが，是は地域代表的の考え方を全然考慮に入れず，専ら学識経験と
もに優れた，全国的な有名有為の人材を簡抜することを主眼と致しますと共に，職能
的知識経験を有するものが，選挙される可能性を生ぜしめることに依って，職能代表
制の有する長所を採り入れんとする狙いを持つものである」，さらに，地方区につい
ては「原則として府県の区域を一選挙区として選挙する衆議院議員との間に選挙区構
成上差異がないことに相成りますが，第一に各選挙区に於いて一時に選挙せられる議
員の数が，参議院の場合には，衆議院の場合に比し，遥かに少ないことになって居り
ますから，此の同一選挙区より選出されましても，参議院議員と，衆議院議員との間
には，自ら異なった色彩を有することが期待される」26。そして，松平親義貴族院議
員が「参議院の性格の中に府県代表という意味を加味するということは考えられるの
ではないか」と質問したのに対し，大村国務大臣は「参議院に於きましては，地域代
表と云う意味の思想は，是は採ることが出来ないものと思う」とし，地域代表的性質
というものは，「地方の事情に詳しい人に出て貰うと云う趣旨」と答弁している27。
　このように発足当初から現在でも議論となる衆議院とは異なった民意を反映させる
かどうかというのが論点であったことがわかる28。そこで，選挙制度を全国区と地方
区に分けたことについて，全国区が職能的知識経験を有するものが選挙される全国選
出議員であり，地方区が地域代表的性格を有する地方選出議員という趣旨であった。
　この職能代表と地域代表の考え方は，1983年４月27日の最高裁大法廷判決でも見ら
れ，全国選出議員については「全国を一選挙区として選挙させ特別の職能的知識経験
を有する者の選出を容易にすることによって，事実上ある程度職能代表的な色彩が反
映されることを図り」，地方選出議員については「都道府県が歴史的にも政治的，経
済的，社会的にも独自の意義と実体を有し一つの政治的まとまりを有する単位として
とらえうることに照らし，これを構成する住民の意思を集約的に反映させるという意
義ないし機能を加味しようとしたものであると解することができる」と述べている29。
　参議院が「カーボンコピー」と揶揄されて久しいが，1989年以降連立政権が常態化
していることについて，大山礼子は「参議院の強さはもはや隠れのないものになった」
とし，「近年の参議院の権限縮小をめざす動きとして表面化してきたのは，衆議院多
数派を基盤として成立する内閣が参議院に対して感じはじめた苛立ちに起因するも
の」30と指摘している。さらに，参議院が地方代表議院となったとして，その党派構
成が衆参で大きく異なり，「両院間の意見対立によって法律案の審議に支障を来すこ
とを覚悟しなければならない」，そして，「衆議院総選挙で国民の多数の支持を得た政
党を中心に内閣が組織され，その内閣の政策実現を地方代表議院が阻むことは許され
るのか」31とも述べている。只野雅人も「対等型を前提とすると，両院の構成の相違
を際ただせることは必ずしも好ましい結果をもたらさない」32と述べている。そして，
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「「地域代表」による第一院の補完・抑制という手法は，「不等質」な構成要素を内包
する国家では重要な意味を持つ」，「しかしながら，地域的な多様性・不等質性が顕著
に現れない国会においても否定できないように思われる」そして，「地域代表を必要
とするほどに人口の多様性が顕在化していない国家において，しかしながら一院の議
会のみでは十分にすくい上げることのできない多様性をどのように読み取るのか」33
という視点も重要である。
　参議院改革については，衆参の権限をどのようにするのかを含めて議論していかな
ければ，「ねじれ国会」が常態化する状況において「決められない政治」で国政が停
滞することも大いに懸念されるのである。
　参議院は，発足当初から衆議院とは異なる克服しなければならない課題に直面して
いた。それがどのように「民意」を議会に反映させるかということであった。そのな
かで，職能代表，地域代表などの考え方が出てきたと言える。最高裁もこのような参
議院特有の事情を踏まえ，1票の較差について衆議院に比べてやや緩い基準で判断し
ていた34。それが，2012年判決で衆院での判断基準を適用することとなり，過去２回
の参院選に関する最高裁判決は，「違憲状態」となっている。
　このように最高裁が一票の格差に対して厳しい態度で臨んでくることとなり，国会，
特に参院自身が選挙制度の改革について議論が進むこととなった。2010年に当時の西
岡武夫議長は，全国を９つのブロックに分けて，非拘束名簿式比例代表制によって選
挙を行う私案を発表し，翌年には非拘束名簿式比例代表制から単記投票制（個人名投
票）とする私案を発表した。この場合，定数242人を維持した場合の一票の格差は，
最大1.066となり，定数200人とした場合の一票の格差は，最大1.132倍となるものとさ
れた。
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表３　西岡私案の9ブロック
　出典：西岡武夫「参議院選挙制度の見直しについて（たたき台）」より
ブロック名 都道府県名
北海道 北海道
東　北 青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島
北関東信越 茨城，栃木，群馬，新潟，長野
南関東 埼玉，千葉，神奈川，山梨
東　京 東京
中　部 富山，石川，岐阜，静岡，愛知，三重
関　西 福井，滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山
中国・四国 鳥取，島根，岡山，広島，山口，徳島，香川，愛媛，高知
九州・沖縄 福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島，沖縄
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　その後，西岡議長は死去したため，具体的な議論へと発展することはなかった。し
かし，2012年と2014年に最高裁は参院選について違憲状態判決を出したことで，参議
院に選挙制度協議会を設置し，選挙制度についての議論が超党派的に行われることと
なる。2014年12月26日に山崎正昭参議院議長に提出された「選挙制度協議会報告書」
では，各会派がそれぞれ案を提出した。そして，2014年4月25日に脇雅史座長が「座
長案」を示し，「合区」が選挙制度改革の議題にのぼることとなった。この合区は対
象となる県には大きな衝撃が走り，反発や合区する県の組替など議論が活発化した。
その後，2015年７月23日に２つの公職選挙法改正案が発議された。１つ目は，「４県
２合区を含む10増10減」案，２つ目は，「20県10合区による12増12減」案であった。「４
県２合区を含む10増10減」案を自民党が支持したのに対し，公明党は民主党とともに
「20県10合区による12増12減」案を支持し，与党間での対応が分かれた。最終的に７
月23日に「４県２合区を含む10増10減」案が自民，維新，元気等の賛成多数で成立し，
2016年参院選から鳥取・島根，徳島・高知が合区となった35。
　これによって2010年国勢調査の人口で最大格差は2.974倍となり，従来の都道府県
単位の選挙区に比べて格差は下がるものの，約３倍の格差であり必ずしも一票の格差
が抜本的に是正されたものとは言えないだろう。
　2016年参院選の投票率は選挙区の全国平均は54.70%（前回52.61%）であった。合区
となった鳥取県は56.28%（58.88%），島根県は62.20%（60.89%），徳島県は46.98%
（49.29%），高知県は45.52%（49.89%）であった。特に高知県の投票率の低下率は全国
で最も大きく，合区によって有権者の選挙に対しての関心が低くなったことも要因の
一つと考えることもできよう。
　参院の選挙制度は，日本国憲法下で二院制が導入される経緯から参院特有の課題が
あった。その特有の事情のために衆院とは異なる判断基準によって一票の格差もある
程度まで許容されてきた時期もあった。しかしながら，近年の最高裁判決はその基準
を厳しく採用することとなり，違憲状態判決が2回連続で出されている。そこで都道
府県単位の選挙区の抜本改革を最高裁は求めたが，各党・各会派の利害が複雑に絡み
合い，実際は鳥取・島根，徳島・高知の4県を犠牲にする形での一票の格差の是正に
とどまった。2016年参院選の一票の格差を巡る裁判も行われており，2017年中には最
高裁の判断が示される見通しである。
　衆院を政権選択として小選挙区制を，参院はそれとは異なる民意をくみ取る制度と
して比例代表制，ブロック制，都道府県知事の兼務などさまざまな案が出されてはい
る。現在の衆参の選挙制度は非常に似通っている制度であり，多様な民意を反映する
二院制のあり方についての議論に発展している。
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　また，ねじれ国会を経験した日本政治は，東日本大震災の最中，「決められない政治」
として与野党が国民の批判にさらされた。その後の自民党の政権復帰後はねじれ国会
も解消し，これまでとは逆に「決めすぎる政治」や「自民一強」として現在の日本の
政治状況への批判も多い。
　衆参の選挙制度は似通ってはいるものの，衆参同日選は過去に２回しかなく，衆院
は首相の専権事項として解散権を行使できるため，政権与党に有利な状況で総選挙と
なることが多いのに対し，参院は３年に１度定期的に選挙があるため，政権与党にと
って逆風の場合が多い。1989年や2007年の参院選はその象徴的な選挙と言えるであろ
う。このような状況を考えると，衆参の選挙制度は似ているものの，選挙の時期が異
なるために実際は異なった民意が反映されていると言われても過言ではないだろう。
このような状況においてもいったんねじれると「決められない政治」が生じ，政治が
停滞する。選挙制度を抜本的に改正するとなると，衆院とは全く異なった民意の反映
が常態化する恐れも大いにあるだろう。
　参院の選挙制度改革は衆参の権限の再考もあわせて行う必要があるとともに，参院
を都道府県代表の府として存続させる場合においても憲法改正をして参院は地方代表
の府として盛り込むことなども必要となるであろう。今後の政治状況によっては再び
衆参の多数派が異なるねじれ国会となる可能性もゼロではない。中長期的な視野に立
って，一票の格差について両院の権限の再配分も含めて議論を深めていく必要がある
のではないか36。
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注
１　参議院議員通常選挙に関しては「参院選」と表記している。また，格差と較差については，
　　判決文の引用では「較差」を用い，その他については「格差」を用いる。
２　一院制か二院制かなどの議論に関しては，田村公伸「憲法制定過程と二院制－参議院成立の
　　議論を検証する－」『議会政策研究会年報』第6号，2004年，ならびに木下和朗「日本国憲法
　　成立過程における両院制の構造」曽我部真裕・赤坂幸一編『憲法改革の理念と展開〈上巻〉』
　　信山社，2012年，などが詳しい。
３　田村公伸によれば，この二院制について「当時としては，世界的にも数少ない単一国家の両
　　院民選型議会」であったとし，この一院制か二院制かのGHQと日本政府との対立については，
　　「議会（国会）を徹底的に民主化したいGHQと，民主化に自信を持てず，民選の衆議院を新
　　しいタイプの「貴族院」で牽制したい我が国政府の思惑が背景にあったことは見過ごせない」
　　と指摘している（田村公伸「憲法制定過程と二院制－参議院成立の議論を検証する－」『議
　　会政策研究会年報』第6号，2004年，2頁－3頁）。
４　「貴族院令改正要綱」にのちの参議院の半数改選制につながるような文言が盛り込まれてい
　　る（佐藤達夫『日本国憲法成立史　第一巻』有斐閣，1962年，395頁－396頁）。
５　只野は，1983年の参院選から導入された比例代表制について，「全国一区の「完全比例代表制」
　　は公正な議席配分を保障し，「参議院らしい政党化」に一定の貢献をなしたように思われる」
　　と評価している（只野雅人「参議院の独自性と選挙制度－多元的民意の反映と「政党本位」－」
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参議院の特殊性と選挙制度についての一考察－一票の格差と地域代表－
　　『ジュリスト』No.1213，2001年12月1日号，35頁。
６　参院選後に無所属議員を入党させることで自民党の過半数を維持していた。
７　例えば，押しボタン式投票などは衆議院との差別化を図るために導入されたものの一例と言
　　える。党議拘束の緩和や決算機能の強化などもたびたび議論の対象となっている。
８　新自由クラブとの連立は存在した。
９　第二次橋本内閣や第一次小渕内閣発足時は自民党単独政権であったが，橋本内閣時は自民・
　　社会・さきがけの閣外協力であったり，小渕内閣発足時は金融再生法案について野党案を受
　　け入れる等以前の自民党政権ほどの強さがあったわけではない。
10　インド洋へ派遣されていた自衛隊が日本に戻ることとなった補給支援特別措置法やガソリン
　　税の暫定税率が約1か月適用されなかった道路整備費財源特例法など。
11　鳩山内閣の普天間飛行場の移設問題に絡み，社民党は連立から離脱していた。242議席のう
　　ち民主党は106議席，国民新党は3議席であわせて109議席であった。
12　芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法〔第六版〕』有斐閣，2015年，262頁－266頁。
13　野中俊彦・中村睦男・高橋和之・高見勝利『憲法Ⅱ〔第4版〕』有斐閣，2006年，18頁。
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15　同上。
16　同上，146頁。
17　2012年総選挙を巡り，広島高裁と広島高裁岡山支部では「違憲・選挙無効判決」が出ている。
18　三輪和宏・河島太朗「参議院の一票の格差・定数是正問題－我が国・諸外国の現状と論点整
　　理－」『調査と情報』第610号，2008年，1頁。
19　同上。
20　山本浩三「議員定数不均衡と選挙の平等」『別冊ジュリスト　憲法判例百選（新版）』No.21，
　　1968，28頁。
21　『ジュリスト』No.794，1983年，26頁。
22　三輪和宏・河島太朗，前掲書，3頁。
23　棟居快行「参議院議員定数配分をめぐる近時の最高裁判例-最高裁平成26年11月26日大法廷
　　判決を中心として-」『レファレンス』2015年7月号，23頁。
24　同上，2頁。
25　実際，アメリカ上院は各州2名ずつ選出されている。2006年の数字であるが，選挙区人口が
　　最も多いのは，カリフォルニア州の645万7549人であり，最も少ないのは，ワイオミング州
　　の51万5004人であった。一票の格差は70.79倍である（三輪和宏・河島太朗，前掲書，2008年）。
26　第91回帝国議会貴族院本会議議事速記録第5号9頁。1946年4月10日に終戦後初めての衆議院
　　議員総選挙が行われたが，この時の選挙制度は都道府県を一つの選挙区とし，一人が複数の
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　　ていたというのはそのためである。
27　第91回帝国議会貴族院参議院議員選挙法案特別委員会議事速記録第2号17頁。参議院議員選
　　挙法の審議過程については，佐藤研資「参議院選挙制度の改革-1票の較差・定数是正問題を
　　中心として-」『立法と調査』No.336，2013年1月も参照。
28　衆院と参院の選挙制度について，「参議院議員選挙法制定時には衆議院ではまだ中選挙区制
　　が復活していなかったので，参議院の地方区を単記制とすることには衆議院と異なる選挙制
　　度を採用する意味があったことに注意しなければならない」との指摘もある（大山礼子「「地
　　域代表」と選挙区制」糠塚康江編『代議制民主主義を再考する―選挙をめぐる三つの問い―』
　　ナカニシヤ出版，2017年，72頁。
29　「選挙無効請求事件　最高裁昭和58年4月27日大法廷判決」『ジュリスト』No.794，1983年，　
　　25頁。議会制と代表については，樋口陽一「利益代表・地域代表・職能代表と国民-最高裁
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　　判決のなかの議会制像を手がかりに-」『ジュリスト』No.859，1986年5月1日号で詳細に述べ
　　られている。
30　大山礼子「参議院の存在意義-地方代表議院としての可能性を考える-」『都市問題』第96巻第
　　5号，2005年5月，16頁。これは2005年のものであり，「ねじれ国会」が生じる前の論文であ
　　るが，2007年から2013年までほぼ内閣が1年で交代することとなったことを考えると，示唆
　　に富むものである。
31　同上，18頁。
32　只野雅人「単一国家の二院制-参議院の存在意義をめぐって-」『ジュリスト』No.1311，2006
　　年5月1日・15日号，32頁。
33　同上，35頁。
34　朝日新聞（1996年9月12日）社説
35　自民案の合区は「鳥取・島根」「徳島・高知」であったが，民主案での合区は定数2が「秋田・
　　山形」「石川・福井」「鳥取・島根」「徳島・高知」「佐賀・長崎」，定数4が「富山・岐阜」「山
　　梨・長野」「奈良・和歌山」「香川・愛媛」「大分・宮崎」であった。また，この「合区」設
　　置の過程については，小松由季「参議院選挙制度の見直しによる「合区」設置―公職選挙法
　　の一部を改正する法律」『立法と調査』368号，2015年に詳しい。
36　高橋和之は，「「理の政治」を期待された参議院が，内閣の構成の仕方にまで大きな影響を与
　　えることが好ましいかどうか，一考の余地があろう」と述べている（高橋和之『現代立憲主
　　義の制度構想』有斐閣，2006年，101頁）。
